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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第84期

中間連結会計期間
第85期

中間連結会計期間
第84期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 4,088,626 4,134,791 8,414,200

経常利益 (千円) 41,149 69,129 123,328

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 21,100 48,160 60,038

中間包括利益又は包括利益 (千円) 265,189 △71,815 488,251

純資産額 (千円) 4,180,044 4,247,041 4,348,673

総資産額 (千円) 7,516,993 7,792,442 8,072,907

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 6.91 16.24 19.83

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 55.3 54.2 53.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 238,441 241,266 465,845

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △84,854 △41,693 △121,790

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △365,146 △144,291 △507,621

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 896,107 999,382 944,100
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３.「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び前連

結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっており

ます。なお、2022年改正会計基準については第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）については第65-

２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、当中間連結会計期間に係る主

要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

 a.財政状態の状況

当中間連結会計期間の資産合計は、前連結会計年度末に比べ280百万円減少し、7,792百万円となりました。これ

は、リース資産の増加はあるものの、売掛金、投資有価証券の減少によるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ179百万円減少し、3,545百万円となりました。これは、長期リース債務の

増加はあるものの、買掛金、賞与引当金の減少によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ102百万円減少し、4,247百万円となりました。これは、主に、その他有

価証券評価差額金の減少によるものであります。

 

 b.経営成績の状況

当中間連結会計期間については、グローバルな地政学リスクによる不安定な国際情勢、インフレ持続による金融

緩和の遅れを受け、世界経済の回復ペースは鈍化しています。一方、我が国経済については、人件費や物流コスト

の増加に伴う物価上昇による個人消費への影響が懸念されるなど、先行き不透明な状況が続いております。

物流業界におきましては、労働時間が規制される、いわゆる「2024年問題」により、これまで以上の業務効率化

が求められ、雇用状況の厳しい状態が続いております。

このような状況下、当社グループの売上高は、国内輸送事業において、国土交通省が示した『標準的な運賃』を

活用し、適正運賃収受に向けた運賃交渉による価格改定、また、タンク洗浄事業において受注件数が増加したこと

により、4,135百万円と前中間連結会計期間に比べ46百万円（1.1％）の増収となりました。

次に損益面につきましても、売上高と同様、国内輸送事業の運賃交渉による価格改定とタンク洗浄事業の受注件

数増加が寄与し、営業利益は26百万円と前中間連結会計期間と比べ21百万円（370.0％）の増益、経常利益は69百

万円と前中間連結会計期間と比べ28百万円（68.0％）の増益となりました。また、親会社株主に帰属する中間純利

益は48百万円と前中間連結会計期間と比べ27百万円（128.2％）の増益となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

なお、前第３四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、前中間

連結会計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

 
(イ)　国内輸送事業

工場トラブルや自社車両故障による化学品輸送数量の減少はあったものの、適正運賃収受に向けた運賃交渉に

よる価格改定により、増収・増益となりました。結果として、売上高は1,891百万円と前中間連結会計期間と比

べ137百万円(7.8％)の増収となり、セグメント利益(営業利益)は117百万円と前中間連結会計期間と比べ13百万

円(12.9％)の増益となりました。

(ロ)　国際物流事業

半導体の原料不足による国内工場の生産減少や海外需要低迷によって輸出が減少し、減収・減益となりまし

た。結果として、売上高は307百万円と前中間連結会計期間と比べ８百万円(△2.6％)の減収となり、セグメント

利益(営業利益)は62百万円と前中間連結会計期間と比べ25百万円(△28.6％)の減益となりました。
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(ハ)　ドラム缶・ペール缶事業

ドラム缶販売部門においては、国内需要低迷により数量は減少したものの、ドラム缶配送部門においては価格

改定の値上げ効果により、増収・増益となりました。結果として、事業全体では、売上高は1,140百万円と前中

間連結会計期間と比べ37百万円(3.3％)の増収となりました。セグメント利益(営業利益)は41百万円と前中間連

結会計期間と比べ５百万円(13.3％)の増益となりました。

(ニ)　エネルギー事業

石油販売においては、適正マージン確保に向けて価格交渉したことにより、販売数量は減少したものの、収益

改善することができ、減収・増益となりました。結果として、売上高は552百万円と前中間連結会計期間と比べ

145百万円(△20.8％)の減収となり、セグメント利益(営業利益)は２百万円と前中間連結会計期間と比べ３百万

円の増益となりました。

(ホ)　タンク洗浄事業

工事受注件数の増加により、増収・増益となりました。結果として、売上高は245百万円と前中間連結会計期

間と比べ25百万円(11.5％)の増収となりました。セグメント利益(営業利益)は22百万円と前中間連結会計期間と

比べ26百万円の増益となりました。　

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前中間連結会計期間に比べ55百

万円増加し、999百万円となりました。

当中間連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は241百万円(前中間連結会計期間は238百万円の獲

得)となりました。前中間連結会計期間からの主な変動は、売上債権の減少によるものです。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における投資活動により使用した資金は42百万円(前中間連結会計期間は85百万円の使用)

となりました。前中間連結会計期間からの主な変動は、有形固定資産の取得による支出の減少によるものです。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における財務活動により使用した資金は144百万円(前中間連結会計期間は365百万円の使

用)となりました。前中間連結会計期間からの主な変動は、短期借入金の返済による支出の減少によるもので

す。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,200,000 3,200,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株
であります。

計 3,200,000 3,200,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年８月１日 ― 3,200,000 △110,000 50,000 ― 1,072
 

（注）2024年６月26日開催の第84回定時株主総会決議により、資本政策の柔軟性及び機動性の確保を目的として、会社

法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額を減少させ（減資割合68.8％）、その他資本剰余金に振り替えたものであ

ります。

EDINET提出書類

京極運輸商事株式会社(E04197)

半期報告書

 6/22



 

(5) 【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ENEOSホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町１－１－２ 977 32.96

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人)
株式会社日本カストディ銀行

東京都千代田区丸の内２－１－１
(東京都中央区晴海１－８－12)

160 5.40

ジェットエイト株式会社 東京都文京区本駒込５－28－７ 159 5.36

京北倉庫株式会社 東京都北区堀船２－30－３ 157 5.28

西　將弘 千葉県松戸市 156 5.26

京極　紳 東京都品川区 153 5.16

グリーンエイト株式会社 千葉県松戸市秋山２－19－15 110 3.71

高橋産業株式会社 神奈川県川崎市川崎区浜町３－３－16 107 3.63

神奈川三菱ふそう自動車販売株式会社 神奈川県横浜市鶴見区安善町２－１－７ 101 3.41

株式会社タンクテック 兵庫県明石市二見町南二見１－36 78 2.64

計 ― 2,158 72.79
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式235千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式 235,200

 

完全議決権株式(その他)
(注)１

普通株式 2,961,500
 

29,615 同上

単元未満株式
(注)２

普通株式 3,300
 

― 同上

発行済株式総数 3,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 29,615 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式99株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
京極運輸商事株式会社

東京都中央区日本橋浜町１－
２－１

235,200 ― 235,200 7.35

計 ― 235,200 ― 235,200 7.35
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　(1) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

社外取締役 永嶋　悦子 2024年8月6日
 

 
　(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　　男性6名　女性1名　(役員のうち女性の比率14.2％)

 

EDINET提出書類

京極運輸商事株式会社(E04197)

半期報告書

 8/22



第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 944,100 999,382

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※1  1,461,824 1,256,926

  リース投資資産 1,128 1,128

  商品 10,298 11,766

  原材料及び貯蔵品 15,784 13,647

  半成工事 12,934 18,992

  その他 195,805 181,723

  流動資産合計 2,641,873 2,483,564

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,424,110 3,424,859

    減価償却累計額 △2,735,906 △2,757,710

    建物及び構築物（純額） 688,204 667,149

   機械及び装置 412,336 408,765

    減価償却累計額 △349,094 △349,850

    機械及び装置（純額） 63,242 58,915

   車両運搬具 3,015,579 2,962,844

    減価償却累計額 △2,618,475 △2,623,499

    車両運搬具（純額） 397,104 339,345

   土地 1,588,549 1,588,549

   リース資産 686,045 857,950

    減価償却累計額 △154,612 △229,002

    リース資産（純額） 531,433 628,948

   建設仮勘定 539 18,700

   その他 117,337 117,771

    減価償却累計額 △94,259 △95,259

    その他（純額） 23,078 22,512

   有形固定資産合計 3,292,149 3,324,118

  無形固定資産   

   ソフトウエア 51,751 35,237

   その他 6,578 6,579

   無形固定資産合計 58,329 41,816

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,955,723 1,795,752

   長期貸付金 － 519

   リース投資資産 564 －

   繰延税金資産 4,727 2,164

   その他 119,542 144,509

   投資その他の資産合計 2,080,556 1,942,944

  固定資産合計 5,431,034 5,308,878

 資産合計 8,072,907 7,792,442
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 782,738 707,836

  短期借入金 872,320 860,770

  リース債務 141,603 167,112

  未払費用 204,623 201,934

  未払法人税等 10,723 14,513

  賞与引当金 156,701 95,788

  その他 165,377 125,388

  流動負債合計 2,334,085 2,173,341

 固定負債   

  長期借入金 25,090 10,480

  リース債務 448,202 528,632

  退職給付に係る負債 732,173 697,087

  資産除去債務 52,488 52,715

  繰延税金負債 114,376 66,484

  その他 17,820 16,662

  固定負債合計 1,390,149 1,372,060

 負債合計 3,724,234 3,545,401

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 160,000 50,000

  資本剰余金 4,995 114,995

  利益剰余金 3,381,484 3,399,997

  自己株式 △113,047 △113,088

  株主資本合計 3,433,431 3,451,904

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 898,753 775,213

  退職給付に係る調整累計額 △5,405 △2,291

  その他の包括利益累計額合計 893,348 772,922

 非支配株主持分 21,894 22,215

 純資産合計 4,348,673 4,247,041

負債純資産合計 8,072,907 7,792,442
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(2) 【中間連結損益及び包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 4,088,626 4,134,791

売上原価 3,758,720 3,798,324

売上総利益 329,906 336,467

販売費及び一般管理費   

 販売費 11,765 11,157

 一般管理費 312,577 299,159

 販売費及び一般管理費合計 ※1  324,342 ※1  310,316

営業利益 5,564 26,151

営業外収益   

 受取利息 170 221

 受取配当金 25,692 32,601

 営業車両売却益 5,411 4,087

 持分法による投資利益 3,513 8,838

 補助金収入 5,264 4,580

 軽油引取税交付金 1,177 955

 その他 5,628 3,820

 営業外収益合計 46,855 55,102

営業外費用   

 支払利息 6,655 9,825

 支払手数料 1,473 877

 その他 3,142 1,422

 営業外費用合計 11,270 12,124

経常利益 41,149 69,129

税金等調整前中間純利益 41,149 69,129

法人税等 20,106 20,599

中間純利益 21,043 48,530

（内訳）   

親会社株主に帰属する中間純利益 21,100 48,160

非支配株主に帰属する中間純利益又は
非支配株主に帰属する中間純損失（△）

△57 370

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 238,618 △116,197

 退職給付に係る調整額 3,263 3,114

 持分法適用会社に対する持分相当額 2,265 △7,262

 その他の包括利益合計 244,146 △120,345

中間包括利益 265,189 △71,815

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 264,925 △72,266

 非支配株主に係る中間包括利益 264 451
 

 

EDINET提出書類

京極運輸商事株式会社(E04197)

半期報告書

12/22



(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 41,149 69,129

 減価償却費 154,982 172,824

 賞与引当金の増減額（△は減少） △62,793 △60,913

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,069 △35,086

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 307 －

 受取利息及び受取配当金 △25,862 △32,822

 支払利息 6,655 9,825

 持分法による投資損益（△は益） △3,513 △8,838

 固定資産売却損益（△は益） △5,163 △2,803

 固定資産除却損 787 113

 売上債権の増減額（△は増加） 127,450 187,568

 契約資産の増減額（△は増加） △11,451 17,330

 棚卸資産の増減額（△は増加） △14,188 △5,389

 未収入金の増減額（△は増加） 5,755 1,971

 仕入債務の増減額（△は減少） △79,645 △74,902

 未払金の増減額（△は減少） △30,439 △37,555

 未払費用の増減額（△は減少） 10,880 △2,689

 その他 88,026 27,557

 小計 199,868 225,320

 利息及び配当金の受取額 27,242 35,122

 利息の支払額 △5,099 △8,463

 法人税等の支払額 △9,949 △16,589

 法人税等の還付額 26,379 5,876

 営業活動によるキャッシュ・フロー 238,441 241,266

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △83,667 △20,291

 有形固定資産の売却による収入 8,235 7,135

 投資有価証券の取得による支出 △3,433 △3,615

 無形固定資産の取得による支出 △8,300 －

 その他 2,311 △24,922

 投資活動によるキャッシュ・フロー △84,854 △41,693

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 － 150,000

 短期借入金の返済による支出 △250,000 △150,000

 長期借入金の返済による支出 △50,892 △26,160

 自己株式の取得による支出 － △40

 リース債務の返済による支出 △33,544 △88,314

 配当金の支払額 △30,580 △29,647

 非支配株主への配当金の支払額 △130 △130

 財務活動によるキャッシュ・フロー △365,146 △144,291

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △211,559 55,282

現金及び現金同等物の期首残高 1,107,666 944,100

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  896,107 ※1  999,382
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【注記事項】

(会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い算定し

た額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる取引等に応じ

て、損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計額に計上された法人

税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税額を損益

に計上することとしました。なお、課税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の包括利益に

関連しており、かつ、株主資本又はその他の包括利益に対して課された法人税等の金額を算定することが困難である

場合には、当該税額を損益に計上しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20─３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65─２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おります。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の中間

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結財務諸表及び前連結

会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 
(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当中間連結会計期間

(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する

方法を採用しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を

欠く結果になる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
 

 

(中間連結貸借対照表関係)

※１　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前連結会計年度末残高に

含まれております。

 
 

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 33,337千円 －千円
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(中間連結損益及び包括利益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

役員報酬 51,303千円 46,394千円

従業員給料 113,389千円 104,564千円

賞与引当金繰入額 19,751千円 16,552千円

退職給付費用 6,140千円 5,828千円
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 896,107千円 999,382千円

現金及び現金同等物 896,107千円 999,382千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 30,579 10 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 29,647 10 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当中間連結会計期間において、2024年６月26日開催の第84回定時株主総会決議により、会社法第447条第１項の

規定に基づき、効力発生日を2024年８月１日として、資本金110,000千円を減少し、その他資本剰余金へ振り替え

ております。

この結果、当中間連結会計期間末において、資本金が50,000千円及び資本剰余金が114,995千円となっておりま

す。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 報告セグメント

合計
 

国内輸送
事業

国際物流
事業

ドラム缶・
ペール缶
事業

エネルギー
事業

タンク洗浄
事業

売上高       

貨物自動車運送 1,742,930 － － － － 1,742,930

港湾運送及び通関 － 91,063 － － － 91,063

倉庫 － 224,439 － － － 224,439

ドラム缶販売 － － 771,795 － － 771,795

ドラム缶配送 － － 331,177 － － 331,177

石油販売 － － － 696,159 － 696,159

タンク洗浄 － － － － 219,794 219,794

顧客との契約から生じる収益 1,742,930 315,502 1,102,972 696,159 219,794 4,077,357

その他の収益 11,269 － － － － 11,269

 外部顧客への売上高 1,754,199 315,502 1,102,972 696,159 219,794 4,088,626

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

3,734 60 － 110,753 － 114,547

計 1,757,933 315,562 1,102,972 806,912 219,794 4,203,173

セグメント利益又は損失(△) 103,530 86,380 35,790 △1,506 △4,292 219,902
 

 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 219,902

セグメント間取引消去 7

全社費用(注) △214,345

中間連結損益及び包括利益計算書の営業利益 5,564
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

EDINET提出書類

京極運輸商事株式会社(E04197)

半期報告書

16/22



 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 報告セグメント

合計
 

国内輸送
事業

国際物流
事業

ドラム缶・
ペール缶
事業

エネルギー
事業

タンク洗浄
事業

売上高       

貨物自動車運送 1,876,110 － － － － 1,876,110

港湾運送及び通関 － 97,000 － － － 97,000

倉庫 － 210,363 － － － 210,363

ドラム缶販売 － － 789,389 － － 789,389

ドラム缶配送 － － 350,129 － － 350,129

石油販売 － － － 551,583 － 551,583

タンク洗浄 － － － － 245,096 245,096

顧客との契約から生じる収益 1,876,110 307,363 1,139,518 551,583 245,096 4,119,670

その他の収益 15,121 － － － － 15,121

 外部顧客への売上高 1,891,231 307,363 1,139,518 551,583 245,096 4,134,791

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

6,653 60 － 108,913 － 115,626

計 1,897,884 307,423 1,139,518 660,496 245,096 4,250,417

セグメント利益 116,913 61,708 40,565 1,937 21,861 242,984
 

 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 242,984

セグメント間取引消去 △3

全社費用(注) △216,830

中間連結損益及び包括利益計算書の営業利益 26,151
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

前第３四半期連結会計期間より、京浜支店の配送グループは川崎支店の輸送グループと統合されました。この統

合に伴い、京浜支店配送グループの事業セグメントは、国際物流事業から国内輸送事業へと再編されました。これ

は、当社の事業戦略の一環として行われたもので、より効率的な運営とサービスの提供を目指して行われたもので

す。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載しており

ます。
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(収益認識関係)

　　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

   す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

　　１株当たり中間純利益 6円91銭 16円24銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 21,100 48,160

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   中間純利益(千円)

21,100 48,160

   普通株式の期中平均株式数(株) 3,053,345 2,964,714
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月13日

京 極 運 輸 商 事 株 式 会 社

 取　締　役　会　 　 御　中

 

有限責任監査法人トーマツ

　 　 東　京　事　務　所
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 滝　　沢　 勝　　己  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 越　　後　　大　　志  
 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京極運輸商事株式

会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、京極運輸商事株式会社及び連結子会社の2024年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

EDINET提出書類

京極運輸商事株式会社(E04197)

半期報告書

21/22



妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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